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研究成果の概要（和文）：本研究では、将来世代の利益に担保できる投票制度として、ドメイン投票として知ら
れる代理投票（親が子供の投票権を代理投票する制度）の有効性について、理論および実験により検証した。学
生を対象とした実験室実験の結果は、代理投票が将来世代にとって好ましい選択を導く上で、代理することの意
味についての正当性、納得感が重要であることを示唆している。また、実際に子供を有する人々に対して行った
オンライン実験では、一般的な投票方式では母親が将来世代への高い利他性を示す一方で、代理投票方式におい
ては、そのような利他性が抑制されてしまうことが確認された。

研究成果の概要（英文）：This study examines, theoretically and experimentally, the effectiveness of 
proxy voting, also known as Demeny voting, as a voting system that can be secured in the interests 
of future generations (i.e., parents voting on behalf of their children). Results from laboratory 
experiments with undergraduates suggest that legitimacy and acceptance of the importance of proxy 
voting are important for such a system to result in favorable decisions for future generations. An 
online experiment conducted with people who actually have children confirmed that while mothers show
 high altruism toward future generations in the general voting system, such altruism is suppressed 
in the proxy voting system.

研究分野： 実験経済学、行動経済学、ゲーム理論

キーワード： 実験経済学　投票行動　利他性　ドメイン投票　代理投票　将来世代　コンジョイント実験
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、より長期的展望に立った帰結を可能とする投票制度、あるいは投票力の世代間感覚差を縮小させるた
めの投票制度として知られている、代理投票制度の有効性について実証的に明らかにすることを目的としたもの
である。投票制度の変革については、多くの関心を集める一方で、その実施には莫大なコストが発生するため、
実証的な証拠が不足している状況である。本研究では、実験的手法によりこのギャップを埋めることを試みるこ
とに成功した。研究成果は、日本および超高齢化に直面する国々における投票制度に関する議論に対して実証的
なデータを提供することを通じて、より良い社会制度の設計に寄与できると期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 

高齢化が進行する民主主義国家は等しく有権者の高齢化という問題に直面している。有

権者の高齢化はシルバー民主主義と揶揄されるような高齢者重視の政治を導く。このよ

うな状況では、社会保障費が増大化の一途を辿る一方で、それを抑制するような政治的

意思決定は困難であり、同時に、社会保障費の財源を担う若年労働者や未来の労働者た

る子供達、将来世代の利害は軽視されがちとなる。 

 上記のような世界的な潮流の中で、将来世代の利益をより担

保できるような新たな投票制度に関して、日本や世界において

議論が行われている。その中でも、選挙権年齢未満の子どもを

有する親が、子供の代理として投票するという代理投票制度（日

本ではドメイン投票制度として知られている）は、実際にハン

ガリーやオーストリアにおいて導入が検討された経緯もあり、

最も広く認知されている（図１）。しかしながら、新たな制度に

対する活発な議論とは裏腹に、これらの制度が過去に実施されていた事例が存在しない

ため、制度導入後に生じうる人々の投票行動の変化について我々はほとんど知らないの

である。 
 
２．研究の目的 
 

 我々がいまだ体験したことがない制度を評価する際に、経済理論から予測を導出する

だけでなく、仮想的な状況において実際の人々がどのように振る舞うのかを観察するこ

とが有益である。本研究では、新しい投票制度において人々がどのように振る舞うのか

を実験手法から明らかにし、代理投票制度の有効性とその限界を明らかにすることにあ

る。 
 
３．研究の方法 
 

本研究では、新しい投票制度において人々がどのように振る舞うのかを、実験室実験お

よびインターネット調査実験により確かめる。具体的には、将来世代の利益を担保する

ことが期待される代理投票制度について、 

研究（A）抽象的な分配課題を用いた実験室実験による検討 

研究（B）将来世代のための活動に関する寄付金額に関するインターネット調査・実験

による検討 

研究（C）具体的な経済政策に対しての投票行動に対するインターネット調査・実験を

用いた検討 
を実施する。 
 
 
４．研究成果 

 

学生を対象とした実験室実験では、参加者たちはランダムに、現世代１、現世代２、将

来世代の役割が与えられ、現世代役の人々が、表１に示されるような二つの選択肢のう

ちのいずれかを投票で選ぶように要請された。表からわかるとおり、選択肢 A は現世



代と将来世代にとって平等な結果を導き、選択肢 Bは現世代役の人々に有利な結果を導

くのである。現世代役の一人に２票を与えた際の、もう一方の１票だけをもっている現

世代役の投票行動が研究の関心であった。特別な理由を説明することもなく２票を与え

た条件と、２票目は将来世代のために使用することが意図されていることを説明した条

件（代理投票）とを比較したところ、後者の条件において１票だけをもっている現世代

が選択肢 Aに投票する確率が高まったのである。このことは、代理投票が将来世代にと

って好ましい選択を導く上で、代理することの意味についての正当性、納得感が重要で

あることを示唆している。 

 

 現世代１ 現世代２ 将来世代 

選択肢 A 500 円 500 円 500 円 

選択肢 B 600 円 600 円 600 円 

表１：実験における二つの選択肢 

 

また、2000 人の実際に子供を有する人々を対象として、通常の投票条件と代理投票条

件とで投票行動（将来世代のためになる活動に対する寄付金額の選択）を比較するオン

ライン実験も実施した（Kamijo et al. 2020）。オンライン実験では、一般的な投票方

式では小さな子供を有する親が将来世代への高い利他性を示す一方で、代理投票方式に

おいては、そのような利他性が抑制されてしまうことが確認された（図１）。また、具

体的な経済政策に対するインターネット投票実験の結果は、代理投票制度は、有権者の

政策選好そのものには影響を及ぼさないが、政策目標の達成時期に関して有権者により

長期的展望を持たせるような変化を促すことが明らかにされた。 
 

 
図 1  通常の投票（Ordinary voting）と代理投票（Proxy voting）における寄付金額の比較 
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